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○ サービス提供体制強化加算、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算につ

いて 

問 124 共生型介護保険サービス事業所についても、サービス提供体制強化加算や介護職

員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算の算定要件を満たすことができれば、同

加算を算定してよいか。 

（答） 

  貴見のとおり。 

 

問 125 共生型介護保険サービスを提供する障害福祉サービス事業所においては、人員配

置基準上、介護職員の配置は求められていない。このため、共生型介護保険サービス事

業所がサービス提供体制強化加算や介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善

加算を算定するにあたっては、当該障害福祉サービス事業所のホームヘルパーや生活

支援員等の「福祉・介護職員」を介護職員とみなすこととして差し支えないか。 

（答） 

  差し支えない。 
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【サービス提供体制強化加算】 

問 126 「10 年以上介護福祉士が 30％」という最上位区分の要件について、勤続年数は

どのように計算するのか。 

（答） 

・ サービス提供体制強化加算における、勤続 10年以上の介護福祉士の割合に係る要件に

ついては、 

－ 介護福祉士の資格を有する者であって、同一法人等での勤続年数が 10年以上の者の

割合を要件としたものであり、 

－ 介護福祉士の資格を取得してから 10年以上経過していることを求めるものではない

こと。 

 

・ 「同一法人等での勤続年数」の考え方について、 

－ 同一法人等（※）における異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる雇用形態、

職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数 

－ 事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員

に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合の勤続

年数 

は通算することができる。 

（※）同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一体として行

われる等、職員の労務管理を複数法人で一体的に行っている場合も含まれる。 

 

・ なお、介護職員等特定処遇改善加算において、当該事業所における経験・技能のある介

護職員の「勤続年数 10年の考え方」とは異なることに留意すること。 

 

※ 平成 21 年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Voi.１）（平成 21年３月 23日）問５は削除する。 

 

  



87 

 

 

 

【介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算】 

問 127 職場環境等要件に基づく取組として「介護職員の身体の負担軽減のための介護技

術の修得支援、介護ロボットやリフト等の介護機器等導入及び研修等による腰痛対策

の実施」が設けられたが、新たに取組みを行うにあたり参考にできるものはあるか。 

（答） 

 介護職員の腰痛予防対策の観点から、「職場における腰痛予防対策指針」（平成 25 年６

月 18 日付基発 0618 第３号「職場における腰痛予防対策の推進について」参考２別添）

を公表しており参考にされたい。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000034et4-att/2r98520000034pjn_1.pdf 


